

































































これらの情報より、本論文では Twitterと Instagramを主に SNSとして扱う。例えばア
ンケートで、Twitterではいいねやリツイートによってどこまでも発言が拡大していく仕
組みがあると分かり、今回取り上げる世論形成や世論操作に深く関わると考えられる。一










SNSの種類 使用率 利用頻度 利用目的
 LINE 100％ 毎日 ・家族、友達とのやりとり
・広告の閲覧、LINEペイ
 Instagram 91％ 毎日 ・情報発信、情報収集
・写真、思い出を残すため
・グルメ、旅行の参考
 Facebook 43％ あまり見ない ・海外の友達との交流
・アカウントの連携用















































































まった与党強行の審議に SNSが強く反応した（毎日新聞（2020年 5月 12日）参照）。東京大学
大学院工学系研究科の鳥海不二夫准教授は、議論が紛糾し始めた 5月 8日から 11日にか
けて断続的にツイッターで「#検察庁法改正案に抗議します」というハッシュタグがトレ
ンドに入ったと話す。鳥海氏の調査によると、8日午後 8時から 11日の午後 3時までに
「#検察庁法改正案に抗議します」はリツイートを含めて 473万 2473件、ツイートに限る












































が行われた 2010年 11月 2日に、Facebookで 1つのメッセージが約 30万人の投票を促
し、サイバー空間での友人のひと押しが現実世界に影響を与えることが証明された（AFP 






































DIGITAL（2020年 6月 29日）参照）。このように、世界的な流れとして SNSの規制が叫ばれ













































































articles/ASN5B34BYN5BUTIL005.html）（アクセス 2020年 12月 5日）。
朝日新聞 DIGITAL「今年の単語に「ポスト・トゥルース」　英辞典が選定」（https://www.asahi.com/
articles/ASJCJ6F2CJCJUHBI03S.html）（アクセス 2020年 12月 14日）。
朝日新聞 DIGITAL「スタバなど世界企業、フェイスブックへの広告ボイコット」（https://www.asahi.
com/articles/ASN6Y6KN5N6YUHBI01L.html）（アクセス 2020年 12月 13日）。
NHKクローズアップ現代「追跡！ネット広告の闇　水増しインフルエンサー」（https://www.nhk.or.
jp/gendai/articles/4283/）（アクセス 2020年 12月 14日）。
NHK「NHK 放 送 史 」（https://www2.nhk.or. jp/archives/tv60bin/detail/index.cgi?das_
id=D0009030141_00000）（アクセス 2020年 12月 5日）。
NHK　NEWSWEB　「木村花さんの死が問いかけるもの」（https://www3.nhk.or.jp/news/html/ 
20200604/k10012457591000.html）（アクセス 2020年 12月 13日）。
NHK取材班（2020）『AI vs.民主主義』 NHK出版。
NHK「ポスト真実 Post-truthの時代とマスメディアの揺らぎ」（https://www.nhk.or.jp/bunken/






sankei.com/politics/news/190712/plt1907120010-n2.html）（アクセス 2020年 12月 12日）。
消費者庁「デジタル・プラットフォーム利用者の意識・行動調査」（https://www.caa.go.jp/notice/
assets/consumer_system_cms101_200520_03.pdf）（アクセス 2020年 12月 13日）。
総務省「国民のための情報セキュリティサイト」（https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/joho_tsusin/
security_previous/index.htm）（アクセス 2020年 12月 4日）。
総務省　令和二年版　情報通信白書（https://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/whitepaper/ja/r02/
html/nd261250.html）（アクセス 2020年 12月 13日）。
日本共産党「しんぶん赤旗」（https://www.jcp.or.jp/akahata/aik20/2020-05-13/2020051303_01_1.html）
（アクセス 2020年 12月 5日）。
日本経済新聞「リクナビに行政指導　辞退率販売、職安法に違反」（https://www.nikkei.com/article/
96





articles/2020/05/18/04645578.html）（アクセス 2020年 12月 5日）。
毎日新聞「クローズアップ　検察庁法改正案　恣意的人事に懸念　SNSで抗議 400万件」（https://
mainichi.jp/articles/20200512/ddm/003/010/095000c）（アクセス 2020年 12月 5日）。
毎日新聞「「#検察庁法改正案に抗議します」本当はどれだけ参加したの ?」（https://mainichi.jp/
articles/20200515/k00/00m/040/256000c）（アクセス 2020年 12月 5日）。
矢島敬士（2007）『メディア・コミュニケーション論』コロナ社、102─103頁。
読売新聞「検察庁法改正案に抗議、ツイッター500万件超…転載で関心拡大」（https://www.yomiuri.
co.jp/national/20200515-OYT1T50242/）（アクセス 2020年 12月 5日）。
讀賣新聞「デジタル広告　市場透明化へルール整備急げ」（https://www.yomiuri.co.jp/
editorial/20200623-OYT1T50248/）（アクセス 2020年 12月 13日）。
讀賣新聞「フェイスブック、政治広告の掲載継続…ツイッターやグーグルは制限」（https://www.
yomiuri.co.jp/world/uspresident2020/20200110-OYT1T50152/）（アクセス 2020年 12月 12日）。
AFPBB News「選挙の投票、フェイスブックの「友達」が促す米 SNS大規模実験」（https://www.
afpbb.com/articles/-/2900894）（アクセス 2020年 12月 12日）。
AFPBB News『世界のネット利用者数は 39億人、史上初めて総人口の半数超えへ』（https://www.
google.co.jp/amp/s/www.afpbb.com/articles/amp/3201195）（アクセス 2020年 11月 28日）。
Bond, Robert M., Christopher J. Fariss, Jason J. Jones, Adam D. I. Kramer, Cameron Marlow, Jaime E. 
Settle, James H. Fowler（2012）“A 61-million-person experiment in social influence and political 
mobilization”, Nature, 489, pp. 295─298.
Kramer, Adam D. I.,  Jamie E. Guillory, and Jef frey T. Hancock.（2014）“Experimental evidence of 
massive-scale emotional contagion through social networks”, PNAS.
Lippmann,Walter（1922）Public Opinion（＝掛川トミ子訳（1987）『世論』岩波書店．）p. 30.
Schäfer, Fabian（2017）“Japan’s 2014 General Election: Political Bots, Right-Wing Internet Activism, and 
Prime Minister Shinzō Abe’s Hidden Nationalist Agenda”; BIGDATA.
